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ても問題をかかえており，いじめの問題にも悩ま
されてきた。

たとえば，ノルウェーでは1982年にいじめ自
殺が連続し，大規模な調査が行われるに至った

（Roland, 2011）。イギリスでは1980年代後半にい
じめ自殺が続き，「欧州のいじめ王国」とタブロイ
ド紙に揶揄され，1990年代に対策がすすんだ。フ
ィンランドでは2008年の学校銃乱射事件の犯人が
かつていじめ被害者だったと判明し社会にショ
ックを与えた（戸田・ストロマイヤ, 2013）。この
ような経緯から，各国でいじめ対策や子どもた
ちの社会性涵養の必要性が認識された。いじめ
や攻撃性の問題は抑うつ系の問題や非行などと
も無縁ではなく，また，自殺や銃乱射（rampage 
shooting）事件への社会的注目が高いこと，そし
て，学校が責任を問われる事態があるために，教
育行政側も重大な問題として取り組んでいる。

欧州では，青年期研究のなかで，移民の問題と
も重ねながらいじめや攻撃性の研究が展開されて
きた。Smith（2011）によれば，いじめ研究は４
つの時期に区分される。第一期は1970年から1988
年頃で，起源の時期である。これより早い時期に
も研究が散見されるが，学校でのいじめの系統的
な研究は1970年代の主にスカンジナビア諸国での
研究に遡る。第二期は1989年から1990年代半ばで，
調査プログラムの確立期である。第三期は1990年
半ばから2004年までで，国際的な共同研究の確立
期である。第四期は2004年以降で，ネットいじめ
研究の登場による研究領域の発展変革期である。

日本国内のいじめ研究については，鈴木（1995），
向井・神村（1998），戸田（2010）などの展望論文が
ある。森田（1998）は国際的ないじめ研究ネットワ
ークの最初の大きな成果であり，土屋・スミス・
添田・折出（2005）がその後のより緊密な議論の
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本論では，いじめ研究と対策の過去30年間の国
際的動向を振り返ったうえで，ネットいじめ研究
と対策の国際的動向を概観する。その上で，ネッ
トいじめにかかわる研究と対策実践の課題をまと
める。なお，ここでは，特定の場でのいじめ事象
が認知される前の対策を予防，認知後の対策を介
入と記述する。

１．いじめ研究と対策の国際的動向

１）いじめ問題と研究の小史
1980年代からの約30年間，国際的に知られたい

じめ研究者の出身国はほとんど欧州やカナダ，オ
ーストラリアであり，アメリカのいじめ研究は多
くはなかった。いじめ研究の中心であった欧州の
教育の陽のあたる側面であるPISAの高得点や少
人数学級などは，よく日本に伝えられる。しかし
ながら，教育問題を抱えていない国はない。欧州
各国は程度の差こそあれ，青年期のアルコール依
存や薬物依存や非行，そして抑うつや自殺につい
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結実である。
いじめの諸研究は，次の３つの特徴をもってい

る。①いじめの問題は，他の精神保健上の諸問題
と不可分であると認識されており，②学校でのい
じめ問題と，家庭での虐待問題との関連も想定さ
れ，③近年では，ネットいじめの問題などは，国
境を越えた問題として認識されている（詳しくは，
戸田・ストロマイヤ, 2013を参照）。

1999年のコロンバイン高校での銃乱射事件の二
人の青年が長年のいじめ被害者であったことを
背景に（Garbarino & deLara, 2002），アメリカ
でもいじめへの社会的関心が高まり，いじめ研
究もさかんに行われるようになった。ちなみに，
1974～2012年に起こった銃乱射事件36件の犯人
38人のうち，少なくとも20人（52.6%）が仲間に
よるいじめ・ハラスメント・脅迫への復讐が動
機であった（Larkin, 2013）。特に，ネットいじめ

（cyberbullying）研究が急激に増加し，それまで
のいじめ研究の在り方まで問い返している。

２）いじめの定義問題
さて，ここまで，いじめの定義をしないで論じ

てきた。いじめの定義は研究者間でも微妙に異な
るが，学校と保護者のあいだでも，いじめ定義の
ズレから解決に向けての共同ができないこともあ
る。いじめと翻訳される英語であるbullyingに該
当する各国の言葉のニュアンスにも多様性がある

（Smith, Cowie, Olafsson, & Liefooghe, 2002）。し
かし，たとえて言えば，発生（存在）海域と最大
風速に依って「台風」｢サイクロン｣「ハリケーン」
などのローカルな呼称をもつ現象がすべて熱帯
低気圧であるように，「いじめ」「ブリイング」（英
国）「ワンタ」（韓国）などのローカルな呼称をも
つ現象は，発生地域による相違と共通部分の両
方をもつと考えられる。その共通あるいは本質
部分は，「意図的・継続的な力の乱用（systematic 
abuse of power）」であると以前より指摘されて
いた（Smith & Sharp, 1994）が，カナダの研究者
が「関係性の問題（relation problems）」としてい
じめをとらえ（Pepler, 2006），認識が大きく変わ
ってきた。実は，そもそも日本でのいじめ定義に
はこの観点がはいっており，そのことが指摘され
ていた（詳しくは，滝, 2007を参照）。

森田・清永（1986）のいじめ定義では，「同一集
団内の相互作用過程において優位に立つ一方が，
意識的に，あるいは集合的に，他方にたいして精
神的・身体的苦痛をあたえることである」（p.45）
としている。もちろん，社会的排除が心理的ダメ
ージを与えるのは，たとえ希薄であっても仲間集
団のつながりが前提になってのことで，多くの定
義は仲間のなかでいじめが起きる可能性を無視し
ているわけではないが，森田・清永の定義では
この点を当初から明示していた。この「同一集団
内の相互作用過程において」という観点は重要で，
見知らぬ人からの攻撃であれば繰り返されてもい
じめとは呼ばず，警察などに通報することになる
と思われる。また，森田・清永（1986）の著書の「教
室の病」という副題にも，いじめは一定の関係性
のある集団の問題であるということが端的に言明
されている。

３）いじめ対策の国際的動向
いじめ対策としてだけではなく，心身の様々な

問題を予防する教育として北米・欧州・豪州・東
アジア各国が様々な対策を学校で行っている（山
崎・戸田・渡辺, 2013）。そのうち，いじめ対策プ
ログラムの多くは，学校や学級の単位で行われる
認知行動主義に基づくプログラムで，集団として
の社会性の醸成が問題を予防すると考えるととも
に，ネット環境における問題への対応も視野に入
れている。また，プログラム導入の背景に学校安
全に関する立法やマニフェストによるバックアッ
プがある。

欧州の対策プログラムを先述の期別にみると
（Smith, 2011），第一期は1983年秋のノルウェー
での国レベルのキャンペーンに始まり，その後，
オルヴェース（Olweus, D.）によっていじめ予防
プログラムOBPP（Olweus Bullying Prevention 
Program）が開発されて国際的に普及している。
第二期には，イギリスやベルギーなどで予防キャ
ンペーンが行われた。特に，イギリスでの1990年
代前半のシェフィールド・プロジェクトが知られ
ている。この市全体での対策実践では，ピア・カ
ウンセリング（現在では，ピア・サポートと呼ば
れている），非叱責法，劇を使う方法など，現在
も使われている多様な手法がほぼ網羅されてい
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る。第三期には，多くの国で多様な手法を用い
ての様々な予防の努力が展開されてきた（Smith, 
Pepler, & Rigby, 2004）。第四期においては，ネ
ットがいじめにも使われているが，いじめに対抗
するための学習にも用いられている。特に，フィ
ンランドのKiVaプログラムは大規模な調査でエ
ビデンスを示し，世界各国に導入される広がりを
見せている（Salmivalli, Garandeau, & Veenstra, 
2012; Salmivalli, Kärnä, & Poskiparta, 2011）。

２．ネットいじめ研究と対策の国際的動向

１）ネットいじめの拡がりと研究動向
ネットいじめはインターネット環境が整ってい

る国の多くで起きており，各国が様々な調査を行
い対策を講じている。

アメリカでの電話による調査では，10～17歳の
青年のうち9%が今までの人生で，そして6%が過
去１年間にネットいじめを受けたと報告している 

（Mitchell, Finkelhor, Wolak, Ybarra, & Turner, 
2011）。EU諸国は積極的に共同研究を進め，2006
年からThe EU Kids Online（www.eukidsonline.
net）というネットワークを組織し，21カ国間で
子どもの安全なネット使用環境やネットいじめの
調査を行ってきた。その結果，アイルランド（90
％）・ベルギー（40%）・オランダ（39%）・デンマ
ーク（35%）などの子どもたちが暴力など有害な
コンテンツをオンラインで目にしており，ポーラ
ンド（52%）・エストニア（31%）・イタリア（21%）
などの子どもたちがネットいじめを経験している
ことが明らかとなった（Hasebrink, Livingstone, 
& Haddon, 2008）。

オーストラリアでは，政府が2300万ドルを支援
して長期にわたる調査を始めた。大規模調査（7500
人の小学生・中学生を対象）でネットいじめの被
害・加害経験の蔓延状況を報告している。それに 
よると，約5％の小学生と約8%の中学生がネットい 
じめの被害にあったことがある（全体では6.6%，
女子生徒が7.7％，男子生徒が5.8%）（Dooley, Cross, 
Hearn, & Treyvaud, 2009）。また，ネットいじめ
を行ったのは全体の3.5％で，1.2%の小学生と5.6%
の中学生が加害行為を認めている。男子生徒（3.8
％）の方が女子生徒（3.3%）よりもやや多くネッ

トいじめをしたと報告している。被害経験に比べ
て加害経験の回答は少ないが，従来型のいじめの
研究でも同様の傾向が見られる。生徒らに対して
行うアンケートでは，匿名の調査であっても自分
のやっている悪い事を認めたくないという心理が
回答に影響する。ネットいじめでも，加害者は冗
談のつもりであり，「いじめ」を行っているという
認識がない場合も多い。対面してのいじめとは異
なり，相手の苦痛が見えないため抑止力が働かず，
行動がエスカレートしてしまう可能性もある。実
際，いじめ加害者の罪悪感や自責の念の欠如傾向
が，従来型のいじめよりもネットいじめにおいて
顕著であった（Slonje, Smith, & Frisén, 2012）。 

しかし，オルヴェースは，ネットいじめの広
がりについてメディアや一部の研究者が過大評
価しているのではないかと論じている（Olweus, 
2012）。2007年からの４年間，ネットいじめは決
して増加しているとは言えないし，また，いまだ
に従来型の言葉によるいじめよりも被害率が低い。
さらには，従来型のいじめとネットいじめの重複
状況を考えると，ネットいじめだけが行われてい
るのはわずかであるとする。もしもそうであれば，
対策も，従来のように教室や学校を基盤になされ
るべきということになる。同様の主張はいくつか
の研究で見られる。Ybarra & Mitchell（2004）は，
10～17歳の約1500人のネット利用者にインタビュ
ーを行い，オフラインでのいじめとオンラインで
のいじめが重複することや，オンラインのいじめ
も55％が反復されることを示している。Mitchell 
et al.（2011）も，過去１年間にネットいじめを受
けた青年の96%がオフラインでもいじめを受け
ていると報告している。しかし，Raskauskas & 
Stoltz （2007）によれば，従来型のいじめ加害が
ネットいじめ被害と関連するのに対し，従来型の
いじめ被害者はネットいじめ加害側にはなってい
ない。Gradinger, Strohmeier, & Spiel （2009）も
従来型のいじめとネットいじめの同時生起の検討
をしているが，従来型のいじめとネットいじめは
単純な関係ではないようである。

Kubiszewski, Fontaine, Huré, & Rusch（2012）
は，いじめ研究の少ないフランスで，中・高校生
738名にいじめについて半構造化面接を行ってい
る。その結果，学校での従来型のいじめでも，ネ
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表１　従来型のいじめとネットいじめの比較

 攻撃の方向性
 （被害者による反撃） 継続性 集団性

従来型のいじめ 通常は困難 繰り返されることが多い 集団化する

ネットいじめ 比較的容易 １回だけでもネット上に残る 急激に集団化する
  （加害側の意図以上に継続する）

ットいじめでも，それぞれ４人に一人がいじめる
側・いじめられる側・その両方のいずれかの立場
で関与していた。従来型いじめとネットいじめの
重なりは少なく，相当数の生徒のいじめ関与が示
唆されている。

このような研究をふまえると，ネットいじめの
生起率や従来型のいじめと重複しないネットいじ
めの度合いを「少ない」と言ってしまえるかは疑
問である。ネットいじめは，従来型のいじめを攻
撃（aggression）全般の下位カテゴリとする際の
定義の中心部分に変更を要するもので（従来型の
いじめは攻撃が繰り返されることが多いが，ネッ
トへの書き込みは１回でも読む側は何度でも見る
ことになるなど），あくまで別のものとして研究
する必要があるという指摘もある（Smith, 2012）。

ネットいじめの特徴として Pornari & Wood 
（2010）は匿名性と無境界性と群集化を，小野・斎
藤（2008）は匿名性とアクセシビリティと傍観者
性を挙げているが，内容的にかなり似通っている。
正確にはネット環境は匿名ではないが，ネットい
じめは，いじめる側が匿名であると思うことによ
る道徳不活性（大西・戸田, 印刷中）と，学校とい
う枠を超えて短時間でエスカレートする特性をも
ち，そのために対処も従来型のいじめと異ならざ
るをえない。さらに，従来型のいじめとネットい
じめには少なくとも表１のような違いがあり，ネ
ットいじめを従来型のいじめのなかの手法が異な
るものとする位置づけでよいかどうか，慎重な議
論を続ける必要がある。

ネットいじめの影響を検討した研究も徐々に積
み重なっている。アメリカの研究では，ネットいじ
め被害者は被害にあっていない生徒に比べ，２倍
以上抑うつ症状を報告した（Ybarra, 2004）。また，
被害者らには自己肯定感低下と高い自殺リスクが
みられ（Hinduja & Patchin, 2009），大きな社会不

安の問題を抱えている（Juvonen & Gross, 2008）
との報告もある。しかし，家族のサポートがこう
いった問題への予防的要因になるといった縦断研
究もあり（Fanti, Demetriou, & Hawa, 2012），家
庭の役割の大きさが示唆される。更に，行動面で
の問題との関連も指摘されており，被害生徒に
は登校拒否や薬物使用なども見られ（Hinduja & 
Patchin, 2007），護身のための武器の携帯に関し
ては被害にあっていない生徒と比べて8倍も高い
という（Ybarra, Diener-West, & Leaf, 2007）。一
方で加害生徒に関しても，喫煙・飲酒・器物損
壊や傷害などの問題が報告されている（Hinduja 
& Patchin, 2009）。また，加害生徒の低い自制心

（セルフコントロール）（Vazsonyi, Machackova, 
Sevcikova, Smahel, & Cerna, 2012）や，道徳心・モ
ラル感情（Perren & Gutzwiller-helfenfinger, 2012）
といじめ（ネットでも対面でも）の関連も明らかに
されている。そして，ネットいじめでは従来型の
いじめのように体の大きさや腕力の強さや年齢が
地位を決定する主な要因ではないため，被害者が
仕返しをすることが比較的容易である（Mishna et  
al., 2012）。そのため，被害・加害両方を体験した
グループにも注意が必要である。実際，このグルー
プは加害・被害どちらかだけを経験したグループ
よりも抑うつ・不安・ストレスレベルが高かった
ことが報告されている（Aoyama & Saxon, 2013）。

２）欧州の最新の研究動向
ここで，欧州の最新の動向について述べる。研

究と対策が密接にかかわっているので，区別しな
いでまとめて論じる。

欧州においては，EU加盟国を中心に様々な科
学技術分野において協同・協調を促進するため 
のCOST （European Cooperation in Science and 
Technology） action と呼ばれるプログラムの
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一つとしてネットいじめ研究が行われている
（COST IS0801: http://sites.google.com/site/
costis0801）。この活動はイギリスをはじめとする
EU加盟の27カ国と非EU加盟国であるオーストラ
リアの合計28カ国が協同して，2008年より４年間
にわたってネットいじめの実態解明と現場での対
応・実践に関する研究が行われたものである。そ
の中で特に以下の４点が中心的な目標として定め
られていた。①国際比較研究を通じた異国間での
ネットいじめの実態や特徴などの知見の共有とそ
れらの知見を得るための測定法の開発，及び事象
に関する定義や翻訳の問題の解決，②プライバシ
ー保護並びに匿名性に関わる問題や，インターネ
ット上での名誉棄損行為の基準等に関する法的な
知見の共有，及びネットいじめに対する科学技術
的側面からの実行可能な対策の共有を目的とした
外部機関との連携，③各参加国内でのネットいじ
め対応・対策に関する知見の集約とEU加盟国全
体で利用可能なネットいじめ対策に関するガイド
ラインの作成，④関係諸機関への問題提起と啓発
及び研究成果の発表。この活動では４年間の活
動期間に９回の学術会議が開催され，その中で

「ネットいじめに関する知見と測定に関する問題」，
「ネットいじめと法的課題」，「ネットいじめに関
わるガイドラインと有効な対応策の共有」という
テーマでのワークショップも実施された。さらに
参加した27カ国から集まった54のネットいじめに
関するガイドラインについてそれぞれ家庭・子ど
も・学校・教員という4つのターゲットごとに精
査し，その中から有用と思われるものを共通ガイ
ドラインとして一つにまとめている。それらの成
果は，近く書籍として発刊される見込みである。

また，欧州の心理学系諸学会の中でも特にいじ
め研究が活発に議論されている欧州発達心理学会
は，2012年にネットいじめ研究に関する特集号を
発刊している。その中では，ネットいじめ被害
の危険因子と保護因子及び従来型いじめとの関
連に関する縦断研究（Fanti, Demetriou, & Hawa, 
2012），敵対的な虚偽記憶と従来型及びネットい
じめへの関与との関連に関する研究（Vannucci, 
Nocentini, Mazzoni, & Menesini, 2012），従来型
及びネットいじめと道徳不活性，道徳的情動及
び道徳的価値との関連に関する研究（Perren & 

Gutzwiller-Helfenfinger, 2012）が，従来型のいじ
めとネットいじめの比較に重心をおいている。そ
れらに加えて，ネットいじめに対する低自己統制
の直接的・間接的影響に関する大規模国際比較研
究（Vazsonyi, Machackova, Sevcikova, Smahel, 
& Cerna, 2012），ネットいじめとクラス内での人
気との関連に関する研究（Gradinger, Strohmeier, 
Schiller, Stefanek, & Spiel, 2012），ネットいじめ
のプロセスと加害者の感じる自責の感情に関する
予備的研究（Slonje, Smith, & Frisén, 2012），ネ
ットいじめの心理的影響に関する研究（Staude-
Müller, Hansen, & Voss, 2012; Dooley, Shaw, & 
Cross, 2012）など，これまで中心的に研究されて
きたネットいじめの実態解明と従来型いじめとの
関連性に関する基礎的な研究からさらに一歩進め
た新たな研究の試みが報告されている。

３）ネットいじめ対策の動向
従来型のいじめについても政府主導で予防教

育を進めてきたイギリスでは，ネットいじめへ
の民間の取り組みも積極的である。たとえば，
Childnet International （http://www.childnet-int.
org/）がイギリスMSN社と共同で “Know It All, 
Let’s Fight it Together!”というタイトルのDVD
を国内すべての中学校・高校に配布している。安
全なネット利用・ネットいじめについて学ぶため
のドキュメンタリー風ビデオと予防教育レッスン
の指導案が入っており，レッスンは教師からの一
方通行にならないようディスカッショントピック
やクイズも用意されている（Dooley et al., 2009）。
また，保護者用のプログラムも作成し，政府協力
のもと“Know It, All for Parents”を10万世帯に
配布した。親子でできるネットの安全についての
クイズやゲームが親子の会話のきっかけを作って
いる。

オーストラリアでも，ネット上での子どもの
安全を守るための教育的プログラムをいち早く
開発してオンラインで公開してきた。今までの
いじめ対策と同様に，ネットいじめにおいても
早期に学校全体で予防的取り組みを実施する必
要があると，政府関係機関であるオーストラリ
ア・コミュニケーション・メディア庁（Australian 
Communications and Media Authority: ACMA）
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は，各学校にインターネット上の安全についての
ガイドブックやDVD付き指導案を配布している。
これらのコンテンツは，オンラインでも教材やプ
ログラムとして公開されており，スマートフォン
用のアプリも作られている。

アメリカでは，教育系研究機関やNPOの活動
が活発である。たとえば，i-SAFE America inc.

（www.isafe.org）は，小学生からクラスレベルで行
えるカリキュラム，アクティビティ，DVDなど様々な
ツールを製作販売している。また，Pew Research  
Center’s Internet & American Life Projectでも様 
々な大規模調査を実施しており，結果だけでなく
集めたデータも公開している。そのデータはホー
ムページから取得可能であり更なる研究に活用さ
れている。（http://www.pewinternet.org/）

３．ネットいじめにかかわる研究と対策実践
の課題

ネットいじめにかかわる研究課題と対策実践の
課題をいくつか挙げる。対策実践に関しては，対
策実践の主体の問題とネットいじめの様態と対策
の問題，そして，ネット問題への対応と被害者支
援に関して述べる。

１）ネット上の自己表現と匿名性
葉山・櫻井（2008）は，大学生を対象に，冗談

の被受容感と冗談関係の認知の関連について研究
しているが，このような研究によって，いじめの
ターゲットになる理由として挙げられることがあ
る「空気が読めない」と言われるような状況の精
緻な理解が可能になり，その場での関係性の問題
が浮き上がる可能性がある。一方，ネット上では
それとはまた質的に異なる問題がある。すなわち，
声のトーン・表情・からだ全体の動きなどの非言
語的情報がネットでは直接的には伝わらないこと
から，自身の感情の発信や，相手の感情の読み取
りが難しくなることである。そこを補うためにも，
感情を伝え合うツール（顔文字など）の使い方や

（荒川・鈴木，2004；荒川・竹原・鈴木，2006），
こまやかに感情を伝える言葉遣いのスキルを重視
した実践や研究が必要であろう。また一方で，こ
うしたツールや言葉遣いが時として相手を欺くた

めのツールとして利用されることがあることにも
注意を促す必要がある。

さらにネット上では，上述した匿名性（信念）
という性質から，自身の感情や欲求といった内的
側面にとどまらず，性別や年齢など自身の外的側
面をも偽装提示することが簡単である。インター
ネット上の掲示板，ブログ，SNS などの利用者が
相互に情報を発信したり閲覧したりするソーシャ
ルメディアの利用は10～30代の若者を中心に年々
増加しているが（総務省, 2012），まだまだ実名を
秘匿したコミュニケーションが主流であるという

（折田, 2009）。折田（2009）は，匿名によるコミュ
ニケーションに関して，誰かが名乗っているイン
ターネット掲示板上の仮名を別の誰かが意図的に
名乗ったり，特定の他者の名前を無断で使用した
ブログやSNSサイトを立ち上げるなどの「なりす
まし行為」が発生しやすく，またそうした事態に
おいてID取得の際の本人確認などがなければ「誰
が本物か」を証明することも困難になると指摘し
ている。また，実名を秘匿したコミュニケーショ
ンが主流であるがゆえに，安易に誹謗中傷の書込
みが行われ，誰もが簡単にネットいじめの被害者
にも加害者にもなり得るとの指摘もある（文部科
学省, 2008）。警察庁（2012）によると，インター
ネット上において何らかの違法行為を行ったため
に検挙された者のうち実に74%が，匿名だから「捕
まらないだろう」とインターネットの匿名性を前
提に犯行に及んだことを示唆していたという。こ
れらのことから，ネットいじめを含むインターネ
ット上での他者への否定的コミュニケーションの
背景に「匿名性」が深く関連しており，犯罪や非
行の促進要因となっている可能性は否定できない。

ところが，折田（2009）によると，インターネ
ット利用者が仮に自身を匿名性の高い状態にある
と考えていたとしてもそれはある種の信念に過ぎ
ず，実際にはサイトの利用登録や履歴管理などを
行うサービス提供者やサイト管理者からは特定の
書き込みが誰によって行われたかが明確であるこ
とも少なくないという。つまり，ネット上のコミ
ュニケーションは匿名ではなく，実名を秘匿した
つもりの匿名性信念をもってさなれているのであ
る。この匿名性信念が上述の警察庁の調査で明ら
かにされているように，ネットいじめ加害行為に
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おける促進要因のひとつとなっている可能性は十
分に考えられる。その匿名性信念は，道徳不活性

（Osofsky, Bandura, & Zimbardo, 2005）を促進す
る可能性もある。この匿名性信念と犯罪・非行に
関する知識と，ネット非行や危険行為との関連性
に関する研究が筆者らによって進行中であり，近
いうちに結果の提示が見込まれる。

２）対策実践の主体の問題
今までに述べた従来型のいじめとネットいじめ

の重複研究から言えることは，数の多少を言わな
いのであれば，重複事例も重複しない事例もある。
また，どちらが先に行われるのかについては，従
来型のいじめが先に起きている方が数としては多
いものの，それだけではない。

あくまでいじめの問題として対処していくので
あれば，いじめが一定の関係内の問題であるとい
う前提にたち，その関係性がどのような場で成り
立っているのかを考える必要があろう。多くの場
合，それは学校や学級での関係性を基本としてい
ると思われるが，ネット上のコミュニティにおけ
る関係性を基本としている場合にはネット上のコ
ミュニティベースの対策が必要になってくると思
われる。

ただし，関係内の継続的な攻撃をいじめ・虐
待・ハラスメント等の共通項として考える立場

（Toda, 2011）からすると，従来型のいじめは特
定の学校の生徒などという集団を前提に生じる現
象であるが，ネットいじめの場合にはそれと同じ
とは言いにくい。ネットいじめが，パスワード等
で閉じられた特定のコミュニティの中で生じる場
合には，集団が先にあるという点で従来型のいじ
めに近いが，オープンな掲示板での意見表明など，
どこの人かわからない人々が多数の非難を書きこ
んでくるような場合には，膨大なネット利用者の
中の一部がその際にだけ群集化しているわけであ
り，特定の集団が先にあるわけではない。このこ
とは，いじめやネットいじめの定義にかかわる問
題でもあり，さらなる議論が必要であろう。

少なくとも，このようなネットの無境界性や群
集性を考慮した場合には，予防にしても，起きて
からの責任帰属にしても，「学校か，家庭（地域）
か」というような排反的選択として考えて扱うこ

とが意味をなさない時代になっている。

３）ネットいじめの様態と対策
ネットいじめの定義については，今後，新たな

攻撃手法が出てくる可能性もあり，定まっている
とは言い難い。文部科学省（2008）の定義でも，「イ
ンターネット上の掲示板などに特定の子どもの悪
口を書き込んだり，メールを送ったりするなどの
方法によりいじめを行う」と，メールによる攻撃
と掲示板への書き込みを挙げつつも，「など」と手
法の多様さに含みをもたせている。

この手法の多様さに即して，対策も新たに開発
されつつある。攻撃的な言辞によるいじめであれ
ば，メールや掲示板への書き込みに含まれる特定
の用語の検索によってほぼ監視できるが，吉田ら

（2010）は，ネット上の仲間はずしを見つける方
法を開発している。これは，子どもたちが各自の
サイト（自己紹介や近況を含む簡易なホームペー
ジとしての「プロフ」など）で相互にリンクを貼
っているにもかかわらず，そのつながりの中で特
定の子だけが特定の期間，書き込みやメールのや
りとりが無い場合に，ネット上で仲間はずしが起
きていることを推察するものである。この方策も，
子どもたちのやりとりがネット上で公開されてい
るために可能になるもので，パスワードなどで閉
じられた中で行われた場合には，見つけることは
できない。さらに最近，子どもたちのネット上の
つながりの中で起きている，グループを階層化す
ることによる仲間はずしには，教師や保護者の目
が届かないのはもちろん，ネットの検索や監視も
届かず，問題がより見えにくくなっている。

また，ネット上に個人情報や写真を公開するな
どの手法も，ネットいじめとして含むこともあり
得るが，犯罪として扱う必要があるものを単にい
じめと呼んでいいものかどうか，検討の必要があ
る。この問題については，戸田・ストロマイヤ・
スピール（2008）がいじめのプロセスモデルを提
案し，いじめの芽・いじめ・いじめ犯罪の区別の
必要性を論じている。

４）ネット問題への対応と被害者支援
現代社会は，対象が転化された攻撃（無差別テ

ロなど），パンデミック，大災害など，子どもた
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ちにとってのリスクが懸念される（増加したのか
どうかは，本当にはわからない）社会である。子
ども達自身がそのようなリスクを十分認識してい
るのかというリスク認知については，これまで犯
罪に対する防犯研究の分野で広く議論されており，

「犯罪被害に遭う主観的確率」である犯罪リスク
認知，と「犯罪被害に対する感情的・情緒的な動
揺」である犯罪不安（太田, 1997）とが相互に影響
しながら共に防犯意識に影響を与えることが示さ
れている（笹竹, 2008）。さらに犯罪や防犯に対す
る施策を立案・実行するためには，対象者の意識・
態度と行動の実態の双方を把握した上で，リスク
の伝達を適切に行うことが重要であるという（永
井, 2011）。これら犯罪リスク認知・犯罪不安・防
犯意識の相互関係は，いじめ事態における被害リ
スク認知・被害不安・被害予防意識と読み替える
ことで，防犯研究の多くの知見がいじめ対策に応
用できる可能性がある。ただし，いじめの場合に
は，個々人が被害を回避するというだけではなく，
いじめがエスカレートしない環境を準備すること
も重要で，そこは，犯罪の起きない環境づくりの
取り組みと重なる部分があろう。さらに，先に挙
げた「匿名性信念」の強さから，「やってもバレな
い」といった規範意識の低下や道徳不活性が生じ，
安易な加害行為が促進される可能性がある。これ
は，加害行為が「バレるかもしれない」というリ
スク認知の低下でもあり，やはり犯罪研究の知見
を活かせる部分であろう。これまでのネットいじ
めに関する国内外の研究の多くは，行動的側面に
おける実態解明にその主眼が置かれてきたことか
ら，（たとえば，Gradinger et al., 2009; 原, 2011; 文
部科学省, 2008; Raskauskas & Stoltz, 2007; Smith 
et al., 2008），ネットいじめの行動的側面に関す
る知見は集積されつつある。その一方で，子ども
達のネットいじめ被加害に関する認知，感情，態
度といった心理的諸側面については，従来型いじ
めの研究と比べると未だ十分に検討されていると
は言えず，その解明が急がれる。

さらには，ネットいじめの問題は，いじめに限
らない多様なネット問題のなかに位置づいており，
ネットいじめの理解と対策には，背景にネット問
題全般の理解と対策を必要とする。さらに，ネッ
ト上の用語監視についてもネット上の仲間はずし

の発見についても，加害抑止にはなっても被害者
の支援に直結するわけではない。これらのネット
問題と被害者支援に関しては，宮川・竹内・青山・
戸田（2013）を参照いただきたい。

おわりに

ネットいじめは，ネットにアクセスしなければ
危険性は激減する。ただし自分の知らないところ
で自分の個人情報などが暴露されている可能性も
あり，アクセスしなければ安全というわけではな
い。現代の子どもたちは，現実の世界とネットの
世界の両方を自在に生きる両生類で，おとなの世
代はネットの世界をちょっと覗き見している程度
の魚類であるかのような印象さえある。ネットに
アクセスするための通信機器の進歩や，通信する
ための新たなソフトウェアの登場によりネットい
じめの研究も対策もあっというまに時代遅れにな
ってしまう。そのような変化があっても陳腐化し
ない問題把握や支援の枠組みを構築し，支援のあ
り方も更新していく必要があろう。

特に，世代間の支援だけではなく，世代内の問
題解決能力を高める支援が効果的と思われる。ピ
ア・サポートという用語で実践されてきた取り組
みが，結局は世代間支援になってしまわないよう
に何度も原点に立ち返る必要もある。相談機関を
使いこなす子どもの力と，子ども同士の支援を適
正化すること，そして現時点で決定的に欠けてい
るネット上の問題をネットで相談できる仕組みを
いかに広げていくのかなど課題は多いが，克服の
ための研究や対策が，専門を超えて協働され続け
ることが期待される。
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